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の
関係

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構において、大学との共同等による宇宙科学に関する学術研究、宇宙科学技術に関する基礎研究
及び宇宙に関する基盤的研究開発並びに人工衛星等の開発、打上げ、追跡及び運用並びにこれらに関連する業務を、総合的かつ計画的に
行うとともに、航空科学技術に関する基礎研究及び航空に関する基盤的研究開発並びにこれらに関連する業務を総合的に行うことにより、大
学等における学術研究の発展、宇宙科学技術及び航空科学技術の水準の向上並びに宇宙の開発及び利用の促進を図る。

関係府省と緊密に連携しながら、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構において以下の施策を推進する。
・宇宙空間へのアクセスを可能とする手段として、自立的な宇宙活動の根幹である「宇宙輸送システム」
・社会的ニーズの高い災害対応に資する衛星の研究開発等を推進するとともに、新たな利用の創出を図る「衛星による宇宙利用」
・我が国の特徴を活かした独創的かつ先端的な研究を推進するとともに、未知のフロンティアである宇宙の探査に挑戦する「宇宙科学・宇宙探
査」
・国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）/日本実験棟「きぼう」を利用した「宇宙環境利用の推進」
・民間では保有困難な大型・高性能の風洞施設等の試験設備を整備・供用し、航空科学技術に係る先端的・基盤的な研究開発を実施する
「航空科学技術」
・ロケットや衛星に係る信頼性向上や宇宙航空科学技術に係る基礎・基盤的な研究開発を実施する「基礎・基盤的な研究開発」

アウトプット

国民生活の向上、産業の振興、人類社会の発展、国際協力等に資する宇宙分野の研究開発を推進するとともに、航空科学技術に係る先端的・基盤的研究
を行うため、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構において、大学との共同等による宇宙科学に関する学術研究、宇宙科学技術に関する基礎研究及び
宇宙に関する基盤的研究開発並びに人工衛星等の開発、打上げ、追跡及び運用並びにこれらに関連する業務を、総合的かつ計画的に行うとともに、航空
科学技術に関する基礎研究及び航空に関する基盤的研究開発並びにこれらに関連する業務を総合的に行う。

アウトカム

定量的な成果目標
①独立行政法人通則法に基づく主務大臣による業務実績の評価結果において、全ての項目で標準評価以上
の評価を受ける。
②宇宙科学･宇宙探査を目的とする様々な衛星・探査機の研究開発、運用を通じた成果を創出する。

成果指標

政策・施策・事業整理票

科学技術の戦略的重点化

概要 国家的・社会的課題に対応する研究開発の重点化した推進と新興・融合領域への先見性、機動性をもった対応を実現する。

施策の概要及び達成目標のどこを達成しようとしているのか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

基幹ロケットの着実な打上げ成功や宇宙科学･宇宙探査を目的とする様々な衛星・探査機の研究開発、運用による成果、航空科学技術にお
ける着実なプロジェクト推進、各種コンポーネントの開発、地球観測データ蓄積は、宇宙・航空分野の研究・開発・利用の推進に寄与する。

①基幹ロケットの打上げ成功数
②宇宙科学･宇宙探査を目的とする様々な衛星・探査機の研究開発、運用による実績(査読付き論文数)
③年度当初の実施計画以上の実績を上げたプロジェクト数
④開発を完了したコンポーネント数
⑤地球観測データ蓄積量

国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）計画等の国際協力に参加し、国際約束を果たすとともに、有人宇宙技術や宇宙環境の利用技術の獲得を図る。
また、アジア太平洋地域宇宙機関会議（ＡＰＲＳＡＦ）等を通じた国際協力・交流により、諸外国との協力関係を強固にするとともに、世界的な共
通課題への対応を図る。

宇宙・航空分野の研究・開発・利用における産業界、関係機関及び大学との連携・協力を強化する。

達成目標のうち、当該事業が具体的にどの達成目標にあたるのか分かるよう、該当部分を灰色に塗りつぶす。

宇宙・航空分野の研究・開発・利用の推進

平成20 年5 月に成立した宇宙基本法を踏まえ、国民生活の向上、産業の振興、人類社会の発展、国際協力等に資する宇宙分野の研究開
発を推進するとともに、航空科学技術に係る先端的・基盤的研究を行う。

宇宙科学や宇宙探査の分野において、衛星の開発･運用により、意義の大きな成果を上げ、世界的な研究拠点とする。

液体燃料Ｈ－ⅡＡ／Ｂロケット及びそれらの後継のH3ロケット並びに固体燃料のイプシロンロケットを引き続き我が国の基幹ロケットとして位
置付け、双方の産業基盤を確実に維持し、我が国の自立的な打ち上げ能力の維持・拡大及び国際競争力の強化を目指す。

航空科学技術について、社会からの要請に応える研究開発を行うとともに、次世代を切り開く先進技術を開発することにより、我が国の社会
基盤を支える技術となる。

宇宙・航空分野の研究・開発・利用の推進の意義やその成果について国民・社会からの理解が更に深まる。

施策の達成目標と当該事業の目的・事業概要の関連を整理し、また当該事業の成果と上位施策との関係を明確にする。

当該事業の目的・概要・アウトカム・アウトプットのうち、どこが特に関連しているか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

将来の利用ニーズを踏まえた衛星システムの研究開発･技術実証が行われ、衛星利用技術の基盤が確立される。

①標準評価(B評価）以上の評価を受けた項目の割合。
②高被引用論文数

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営費交付金に必要な経費


